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となった。図 6(b)に βAを示す。Tf / Tuが 1 より大きくなる

にしたがって，免震モデルの βA が小さくなる。図 6(c)に，

最大層間変形角の解析結果を示す。Tf / Tuは 1 より大きく

なるにしたがって，βR が小さくなる。図 6(d)に βQ を示し

た。Tf / Tuが大きくなるにしたがって，βQが小さくなる傾

向であることが分かる。以上の結果より，相対変位は Tf / 
Tu が大きくなるに従い，最大値は増加しているものの，そ

の他の応答は Tf / Tuの値が大きくなるほど，減少している

ため，相対変位とその他の応答ではトレードオフになって

いることが分かる。また，相対変位は大きくなっても層間

変位の値は少なくなっている。これは，免震周期が長くな

ることにより，免震層に変位が集中し，建物全体の相対変

位は大きくなるが，上部構造の剛性が免震周期の剛性に対

して十分大きいため，層間変位が少なくなるからである。

免震層の吸収エネルギー率の比較

免震層と上部構造が吸収するエネルギーの比率につい

ての検討を行う。免震層が吸収するエネルギーは式(8)のよ

うに表すことができる。 
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ここで，cf：免震層の粘性要素，Cu：上部構造の粘性要

素， 0x ：免震層の相対速度， ix ：上部構造 i 層目の相対速

度を表す。 
さらに，(8)式を(9)式のように表す 

EWW uf   (9) 
ここで，Wf：免震層吸収エネルギー，Wu：上部構造吸収

エネルギー E：地震入力エネルギーを表す。 
図 6 は，免震周期 Tf と上部構造周期 Tuの比率 Tf / Tuと地震の

入力エネルギーE に対する，免震層吸収エネルギー Wf の割

合の比率との関係を表したものである。 
図 7 より，免震周期 Tf と上部構造周期 Tuの比率 Tf /Tuが 2 以

 最大相対変位  最大絶対加速度

最大層間変形角  最大せん断力

図 のβの比較

以上になると，免震減衰率 hfの大きさによる影響は少なく，

上部構造に対する固有周期が長くなるに従って，Wf /E が

小さくなることがわかる。 
以上のことから，免震周期を長くすることにより免震層

での吸収エネルギーの割合が大きくなるため，上部構造の

負担するエネルギーが少なくなる。これは免震周期を長く

することにより，免震層の変位が大きくなり，それにより

入力エネルギーが消費されるからであると考えられる。 

  

図 免震層吸収と地震波エネルギーの比率

 
まとめ 

本報では，告示波を用いて，免震層と上部構造の固有

周期を変化させ，それらの値や比率が地震の応答性状に

与える影響について分析した。解析結果から得られた知

見を示す。 
 

(1) 免震周期が長くなるに従い，最大相対変位は大きく

なり，最大絶対加速度，層間変形角，せん断力は小

さくなる。最大絶対加速度では特に上層部と下層部

の最大値の差が小さくなり，最大層間変形角では上

層部の応答を特に抑えることが可能になり，最大せ

ん断力については下層部の応答が小さくなる。 
(2) 非免震モデルに対する免震モデルの最大応答比率の

解析結果より，相対変位は Tf / Tuが大きくなる場合

は，最大値は増加するが，最大絶対加速度，最大層

間変形角，最大せん断力の応答は Tf / Tu の値が大き

くなるほど，減少することから，相対変位とその他

の応答ではトレードオフの関係になっている。 
(3) 免震周期と上部構造の比率 Tf / Tuが大きくなるほ

ど，免震層の相対変位は大きくなるが，免震層が負

担をするエネルギーの割合が大きくなる。 
 
参考文献はその 2 に示す。 
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1. 初めに

その では免震構造を取り付けた際の，上部構造，免震

周期の比率の関係が応答性状に表す影響について確認を

行った。その では，その で用いたモデルの免震層にア

クティブ制御装置を設置し，免震構造とアクティブ制御を

併用し，その際の免震周期の影響を検討する。

アクティブ制御による建築構造物の振動制御は 1980 年

代に積極的に研究がおこなわれ，日本では 1981 年に世界

初の実大スケールのアクティブ制御装置が取り付けられ

た京橋センタービルが建設された。その後様々な構造物に

アクティブ制御が取り入れられ，2002 年の段階で，世界中

で 30 棟以上のビルにアクティブ制御が搭載されている 6)。

近年では，免震構造とアクティブ制御を併用した研究も数

多くあり，アクティブ制御を併用することにより，よりよ

い振動制御性能が得られていることも報告されている例え

ば 3)~5)。しかし，これらの研究では，免震層設計の際にアク

ティブ制御が取り付けられることは考慮されていない。制

御対象の動特性により，「制御のしやすさ」が異なるため，

制御に必要となるエネルギーの大きさも異なる。近年では，

制御理論分野では，原らの研究により，H2制御を用いた際

に，制御対象の零点-極の位置により，単位パルス波を入力

した際の制御に必要最低な入力(性能限界)の評価方法に関

する結果がある例えば 7),8)。そのため，適切な免震周期を選ぶ

ことにより，より少ない制御入力でよりよい振動制御性能

を得られることが期待される。本報では，その 1 に引き続

き，アクティブ制御と併用する場合の免震周期設定方法に

着目し，アクティブ制御を併用する場合に用いる免震周期

の設定について検討を行う。 

アクティブ制御系の設計方法

本章では免震層に取り付けられるアクティブ制御に用

いるコントローラの設計方法について述べる。具体的に建

築構造物のアクティブ制御で最も用いられている LQR 制

御を用いて制御を行う。 
によるコントローラ設計

アクティブ制御により与えられる制御入力が加わった

際のせん断型モデルの運動方程式は以下の式により与え

られる。 
)()(}1{)()()( tutxMtKxtxDtxM g    (1) 

ここで，M：質量マトリックス，D：粘性マトリックス，

K：剛性マトリックス， )( tx ：各層の相対変位ベクト

ル， )(  tx ：地面の加速度， )( tu ：制御入力をそれぞれ表

す。LQR制御に基づくコントローラ設計のために，式(1)
の運動方程式を以下の状態方程式に書き直す。 

 







)()(
,1)()()()(

tCzty
txBtButAztz gd 

 (2) 

ただし，ここで， 

,   ,
0

 

  ,
0

    ,
0

 ,
)(
)(

)(

111

nd

u

n

IC
E

B

EM
B

DMKM
I

A

tx
tx

tz

















































 (3) 

















































n

n

u

e
e

e
ee

EE

00
00

00
0

   ,

1

1
1

2

21




.  












floorth  ofinput   control of  forcereaction    the,1
actuatoran  havefloor th   the, 1

actuatoran  havenot  doesfloor th    the,0

i
i
i

ei  

上の式において，Inはn×nの単位行列を表す。行列Bdは外

乱入力行列であり，外乱(本報の場合は地震)が入力される

場所を表す。行列Cはセンサーの位置を示し，全ての状態

z(t)が観測できる場合は単位行列になる。行列Eにおい

て，eiはアクティブ制御装置の有無を表し，制御装置のあ

る層では1，その真下の層では制御入力の反力として-1と
する。 
本報は式(4)の制御則により与えられる状態フィードバ

ック制御を用いて制御系を構築する(図1) 
)()( tzKtu P  (4) 

 
図 制御系のブロック線図
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本報では，絶対加速度・層間変位を同時に評価する以下

の評価関数J3を用いる。 
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ただし，式(6)において，Δx(t)は層間変位であり， 
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により与えられる。 
本報では，式(5)の評価関数を最小化するようなコントロ

ーラを用いて建築構造物の振動制御を行い，絶対加速度と

層間変位を抑制するように制御する。 
 

数値例

3.1. 用いた地震波について 
本報その2では，その1で示したART HachinohとART 

Kobe波の2つを用いて解析を行う。その2では，ART 
Hachinohe波の解析結果についても示す。 

3.2. 制御対象のモデルについて 
解析にはその1で示したモデルのうち，Tu=5.0 s，Tf=6.0 

s，8.0 s，10.0 s，12.0 s，14.0 s，16.0 s，18.0 s，20.0 sを使

用する。本報では，免震層の許容変位を60 cmとする。安

全率を考え，アクティブ制御を設置し，Art Hachinohe波
を入力する際に免震層の相対変位が50 cm程度になるよう

に制御系を設計し，免震層に設置をする(図2)。なお，用

いた重み関数は式(9)の通りである。 
  112111    ,diag10   ,10 IRRqqQIQ gdrg    (9) 

ここで，式中の，，q1とq2は制御対象の上部構造の固

有周期と免震周期にあわせて以下に示すものを用いた。 
 

Tu = 5.0 s，Tf = 6.0 sのモデル 
10.1   ,3.6    

 
 5.15.15.1

2

5.15.15.15.0
1

10101011111111 diag
101010111111110 diag
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

q
q

 

 
Tu = 5.0 s，Tf = 8.0 sのモデル 

10.1   ,5.11    
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Tu = 5.0 s，Tf = 10.0 s~20.0 sのモデル 

10.1   ,7.11    
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 5.15.15.1
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図 3，4 に免震周期と最大制御入力の関係図を示す。図

5 は Art Hachinohe を入力する際の Tf =6.0 s と 20.0 s の制御

入力の波形であり，図 6 は図 5 に示した制御入力の高速フ

ーリエ変換(以下，FFT)により得られたフーリエ振幅であ

る。 

解析に用いた建物 アクティブ制御付きの 自由

度モデル

図 解析に用いた 種類のモデル
 

図 免震周期長さと最大制御入力 波入力時

図 免震周期長さと最大制御入力 波入力時

 
図 制御入力の大きさと免震周期長さ 波入力時

図 制御入力の 解析結果
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図 解析に用いた 種類のモデル
 

図 免震周期長さと最大制御入力 波入力時

図 免震周期長さと最大制御入力 波入力時

 
図 制御入力の大きさと免震周期長さ 波入力時

図 制御入力の 解析結果
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 層間変形角  層せん断力係数 絶対加速度

図 波入力時の応答

 層間変形角  層せん断力係数 絶対加速度

図 波入力時の応答

表 波入力時の免震層の最大変位

 
図3，4の解析結果より，いずれの地震波を入力する際

も免震周期が長くなるに従い必要な制御力も大きくなる

傾向にあり，特にTf =6.0 sと8.0 sでは大きな差があること

がわかる。また，図5より，Tf =6.0 sモデルに対してTf 

=20.0 sモデルの制御入力の大きさは全体的に大きくなる

ことがわかる。さらに図6のFFT解析結果より，両制御入

力が含む周波数成分は概ね等しいが，Tf =20.0 sモデルの

制御入力はフーリエ振幅が大きいことが分かる。 
また，図 7 と 8 に Art Hachinohe 波と Art Kobe 波を入力

する際の Tf =6.0 s と Tf = 20.0 s の最大層間変形角，最大層

せん断力係数，最大絶対加速度の層方向のプロットを，表

1にArt Hachinohe波を入力した際の免震層の最大変位 x0max

を表した。解析結果より，アクティブ制御を行うことによ

り、免震層の最大変位を 50 cm 程度にできることが確認さ

れる。なお，Tf =8.0 s より免震周期の長いモデルの応答値

は，Tf = 8.0 s との差が 5％以内であったことから，代表と

して Tf =20.0 s を選び，これをプロットする。 
図 7 と 8(b)中の Ai は 1 層目のせん断力係数を 0.2 とす

る Ai 分布(式(10))より求めたせん断力係数分布である。 

u

u
i

i
i T

TA
31

211











 


 (10) 

また，本報その1と同様に，図のy軸において，0は免震層を

表し，gは地面を表す。解析結果より，免震周期が長くなる

ほど，層間変形角は減少するが，制御入力(図3，図4)と絶

対加速度(図7(c)，図8(c))は大きくなることが分かる。これ

は，免震周期が長くなることにより，上部構造が免震層に

比較して，十分に高い剛性になり，建物全体の変形が免震

層に集中することから，上部構造の層間変形角は小さくな

る。しかし，その一方で，免震周期が長くなるにつれて免

震層の変位が大きくなり，これを50 cm程度の変位に抑え

るためには，より大きな制御入力が必要である。これによ

り，下層の絶対加速度は大きくなる。しかし，層せん断力

係数は設計用の層せん断力係数Aiを下回っているため，制

御入力そのものにより構造体を損傷する危険性はないこ

とがわかる。 
以上より，下層の絶対加速度を抑え，少ない制御入力

が要求される場合は免震層の免震周期を短く設定する。

下層部よりも，上層部の絶対加速度が重要になる場合

は，免震周期を長く設定することが良いこと分かる。 
 

まとめ

本報では異なる免震周期の免震構造を持つ超高層建築

物モデルを対象としてアクティブ制御系を設計して振動

制御を行った。その結果，以下の知見を得た。 
 

Tf [s]

x 0 max [cm]x0max [cm] 
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(1) 免震周期を長くすることにより，免震層の変位が大

きくなることから，免震周期が長いモデルの免震層

変位を許容範囲以内に抑えるためには，より大きい

制御入力が必要である。免震周期が短いモデルの制

御入力は，免震周期が長いモデルの制御入力と比較

をすると，制御入力に含まれる周波数は殆ど同じで

あるものの，免震周期が短いモデルに対する制御入

力は，免震周期が長いモデルに対して全体的に小さ

い値となった。なお，免震周期が長いモデルにおい

ても，最大層せん断力係数は標準層せん断力係数以

下に抑えることが可能であったことから，制御入力

そのものが過大になり，構造体を損傷させる危険性

はなかった。 
 

(2) 免震周期が短いモデルでは，モデル全体の固有周期

が短いことから，最大層間変形角や層せん断力係数

は大きくなるものの，免震層の最大相対変位は小さ

くなる。そのため，少ない制御入力で免震層の最大

変位を許容以内に抑えることが可能であり，また下

層の絶対加速度の応答を抑えることもできる。  
(3) 以上のことから，用いることができる制御入力が限

られ，下層部分の絶対加速度を抑える必要がある際

は，免震周期が短いものを用いることが適切であ

り，建物全体の層間変形角や層せん断力係数を抑え

る必要がある場合は，免震周期を長くすることがア

クティブ制御と併用する際に適切な免震周期の設定

であることが明らかになった。 
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